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なるべき者の入札価格によっては、その者に
より当該契約の内容に適合した履行がなされ
ない恐れがあると認められる時、又はその者
と契約を締結することが公正な取引の秩序を
乱すこととなる恐れがあって著しく不適当で
あると認められるときは、予定価格の制限の
範囲内の価格をもって入札した他の者のうち
最低の価格をもって入札した者を落札者とす
ることがある。
 競争参加資格を有していない者の参加 上
記２に掲げる競争参加資格を有していない
者も上記３により申請書、資料及び誓約書
を提出することができるが、競争に参加する
ためには、開札の時において、当該有資格者
であり、なおかつ競争参加資格の確認を受け
ていなければならない。
 入札制限対象企業の参加 入札制限対象企
業の指定を受けた者も上記３により申請書
等を提出することが出来るが、競争に参加す
るためには、開札日の前日までに特定調達契
約の入札制限等に関する規則第８条に基づく
入札制限適用除外申請書を提出し、経理責任
者の承認を受けていなければならない。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Atsumi Sakamoto, Direc‑

tor General of the Kannondai 2 Manage‑

ment Department, Headquarters of Nation‑

al Agriculture and Food Research Organi‑

zation (NARO)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature of the products to be purchased :

Optical hydrogen‑oxygen stable isotope ra‑

tio analyzer

 Delivery period : March 19, 2026

 Delivery place and quantity : described in

the specification

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 8 Cabinet Order

concerning the Contract for NARO

 not come under Article 9 Cabinet Order

concerning the Contract for NARO

 have grade A, B, C or D sale of prod‑

ucts in terms of the qualification for par‑

ticipating in tenders by NARO (single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in the fiscal years 2025, 2026 and 2027.

 not being suspended from transactions

by the request of the officials in charge of

contract

 Time limit for Application for confirma‑

tion of qualification for participating in

tender and Proposal : 5 : 00 PM September

26, 2025

 Time limit for tender (Mailing) : 5 : 00

PM October 14, 2025

 Time limit for tender (Bringing) : 1 : 30

PM October 15, 2025

 Contact point for the notice : Accounting

Team, Kannondai 2 Management Departm‑

ent Accounting Section, Headquarters,

NARO. 212 Kannondai, Tsukuba‑shi,
Ibaraki‑ken 3058518, Japan. TEL 029
8386893 (Only available in Japanese)

２ 競争参加資格
 令和７・８・９年度競争参加資格（全省庁
統一資格）「物品の販売」の「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」
の等級に格付けされている者であること。
 入札説明書の交付を受けた者であること。
 経済産業省又は当研究所から指名停止措置
等を受けていない者であること。
 過去３年以内に情報管理の不備を理由に当
研究所との契約を解除されている者ではない
こと。

４ 入札者の義務
この一般競争入札に参加を希望するものは、

独立行政法人経済産業研究所（以下「当研究所」
という。）が交付する仕様書に基づき、落札した
際に納入する物品の機能を代表者が証明し、カ
タログなど資料を添付した規格証明書を提出期
限までに当研究所に提出しなければならない。
また当研究所から当該事項に関して説明を求め
られた場合には、それに応じなければならない。
なお、提出された物品の規格は当研究所におい
て審査するものとし、審査の結果採用できると
判断した証明書を提出した者のみ入札に参加で
きるものとする。
５ 入札説明会の日時及び場所
令和７年８月21日（木）14時 東京都千代田
区霞が関１３１（経済産業省別館11階1119
号室） 独立行政法人経済産業研究所
注意事項
・配付資料、会場準備の都合上、必ず「調達
の名称、全参加者名および人数（２名を限
度とする。）」をE‑mail
（nyusatsu-kanri@rieti.go.jp）にて、８
月18日（月）正午までにご連絡ください。（ご
連絡がいただけない場合には、配付資料を
当日お渡しできない場合もあります。）

６ 入札説明書の交付期限及び交付方法
入札説明書は希望者に交付する。なお、入札
説明会に参加する際には、入札説明書の交付を
受けた上で持参すること。
交付期限：令和７年９月24日（水）正午
交付希望者は、下記必要事項を記載し、入札
説明資料交付希望の連絡を以下のE‑mailあて
メールを送信するとともに、入札説明資料の受
領後、必ず受領確認のメールを担当者まで返信
すること。
E‑mail : nyusatsu-kanri@rieti.go.jp
件名：【入札説明資料交付希望】独立行政法人
経済産業研究所執務室の什器一式の調達
本文：社名、所属先、氏名、連絡先を明記。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年８月１日

独立行政法人経済産業研究所
理事長 深尾 京司

◎調達機関番号 541 ◎所在地番号 13
１ 競争入札に付する事項
 調達の名称 独立行政法人経済産業研究所
執務室の什器一式の調達
 品目分類番号 23
 調達数量 仕様書のとおり（入札説明書に
よる）
 納入期限 仕様書のとおり（入札説明書に
よる）
 納入場所 仕様書のとおり（入札説明書に
よる）
 入札方法 入札金額は、一切の諸経費を含
む総価とする。なお、落札の決定に当たって
は、入札書に記載された金額に当該金額の
10％に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金
額を切り捨てるものとする）をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税及び地方消
費税に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、見積った契約金額の110分
の100に相当する金額を入札書に記載するこ
と。

３ 競争参加資格者の制限
 当研究所は、特別の理由がある場合を除く
ほか、当該契約を締結する能力を有しない者、
破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
及び暴力団員による不当な行為の防止等に関
する法律（平成三年法律第七十七号）第三十
二条第一項号に掲げる者を入札に参加させる
ことができない。
 当研究所は、次の各号に該当すると認めら
れる者を、その事実があった後２年間入札に
参加させないことができる。これを代理人、
支配人その他の使用人として使用する者につ
いても、また同様とする。
Ａ）契約の履行に当たり故意に工事、製造そ
の他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質
若しくは数量に関して不正の行為をした
者。
Ｂ）公正な競争の執行を妨げた者、又は公正
な価格を害し若しくは不正の利益を得るた
めに連合した者。
Ｃ）落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契
約を履行することを妨げた者。
Ｄ）監督又は検査の実施に当たり職員の職務
の執行を妨げた者。
Ｅ）正当な理由がなくて契約を履行しなかっ
た者。
Ｆ）契約の後に代価の額を確定する場合にお
いて、当該代価の請求を故意に虚偽の事実
に基づき過大な額で行った者。

Ｇ）前各号に該当する事実があった後、一般
競争に参加できないこととされている者
を、契約の締結又は契約の履行に当たり、
代理人、支配人その他の使用人として使用
した者。
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